
令和７年度　国民健康保険事業特別会計１２月補正予算【議決済】

【歳入】 （千円） （円）

補正前額 補正額 補正後額 内訳

4 繰入金 1 他会計繰入金 1 一般会計繰入金 4 職員給与費等繰入金 227,346 -6,245 221,101
人事院勧告分（職員給与費等）
（給付分）-10,495,000+（保険料分）3,600,000

-6,895,000

人事院勧告分（会計年度任用職員）
（給付分）519,000+（保険料分）131,000

650,000

6 出産育児一時金繰入金 15,333 3,333 18,666 出産育児一時金　　5,000,000円*2/3 3,333,000 ②

2 基金繰入金 1 国民健康保険事業基金繰入金 1 国民健康保険事業基金繰入金 50,000 33,296 83,296 国民健康保険事業基金繰入金（納付金加除分） 33,294,256 ③

端数調整（財政課調整） 1,744 ④

5 繰越金 1 繰越金 1 繰越金 1 繰越金 53,508 1,667 55,175 前年度繰越金（出産育児一時金分） 1,667,000 ②

補正額合計 32,051

【歳出】 （千円） （円）

補正前額 補正額 補正後額 内訳

1 総務費 1 総務管理費 1 一般管理費 1030 会計年度任用職員 1 報酬 6,018 404 6,422 人事院勧告分 404,000

3 職員手当等 2,308 115 2,423 人事院勧告分 115,000

8010 職員10人→9人 2 給料 36,531 -3,471 33,060 人事院勧告分及び人件費ならし -3,471,000

3 職員手当等 34,479 -4,935 29,544 人事院勧告分及び人件費ならし -4,935,000

4 共済費 13,637 -2,089 11,548 人事院勧告分及び人件費ならし -2,089,000

2 徴収費 1 賦課徴収費 1040 会計年度任用職員 2 給料 2,997 122 3,119 人事院勧告分 122,000

3 職員手当等 4,998 9 5,007 人事院勧告分 9,000

8015 職員7人→8人 2 給料 24,666 2,074 26,740 人事院勧告分及び人件費ならし 2,074,000

3 職員手当等 16,350 913 17,263 人事院勧告分及び人件費ならし 913,000

4 共済費 7,642 613 8,255 人事院勧告分及び人件費ならし 613,000

2 保険給付費 4 出産育児諸費 1 出産育児一時金 9085 出産育児一時金支給 18 負担金、補助及び交付金 23,000 5,000 28,000 出産育児一時金 5,000,000 ②

3
国民健康保険
事業費納付金

1 医療給付費分 1 医療給付費分 9100 医療給付費分納付金 18 負担金、補助及び交付金 1,954,742 28,885 1,983,627 一般被保険者医療給付費分納付金 28,884,569

2 後期高齢者支援金等分 1 後期高齢者支援金等分 9110 後期高齢者支援金等分納付金 18 負担金、補助及び交付金 629,360 17,230 646,590 後期高齢者支援金分納付金 17,229,014 ③

3 介護納付金分 1 介護納付金分 9120 介護納付金分納付金 18 負担金、補助及び交付金 234,724 -12,819 221,905 介護納付金分納付金 -12,819,327

補正額合計 32,051

補正理由

① 人事院勧告に伴い給与が改定されたため及び人事異動に伴い人件費が変動したため

② 出産育児一時金の支給額が当初の見込みより増額となるため

③ 令和７年度国民健康保険事業費納付金額が当初予算要求後に確定したため

④ 令和７年度国民健康保険事業費納付金額が当初予算要求後に確定したことに伴う端数調整のため
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